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株主通信
第59 期 上半期

2009年４月１日～2009年9月30日

病魔の克服と健康増進に先端技術で挑戦



■売上高（億円） ■営業利益（億円）
■経常利益（億円）
■当期純利益（億円）
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第57期 第58期 第59期
2008年 3月期 2009年 3月期 2010年 3月期

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期

 
 売上高 （百万円） 50,730 104,825 53,855 109,123 49,847 ̶

 
 営業利益 （百万円） 4,863 9,817 3,880 8,106 3,795 ̶

  経常利益 （百万円） 4,918 9,545 3,881 7,640 3,809 ̶

  当期純利益 （百万円） 2,938 5,631 2,206 4,610 2,253 ̶

  総資産 （百万円） 73,310 80,630 78,300 80,479 78,416 ̶

  純資産 （百万円） 51,010 51,814 53,054 53,569 55,132 ̶

  自己資本比率 （%） 69.1 63.8 67.3 66.5 70.3 ̶

  1 株当たり純資産 （円） 1,150.04 1,170.31 1,199.28 1,219.06 1,254.50 ̶

  1 株当たり当期純利益（円） 66.72 128.01 50.21 104.94 51.30 ̶

第57期 第58期 第59期
2008年 3月期 2009年 3月期 2010年 3月期

中間 通期 中間 通期 中間 通期

  1 株当たり配当金 （円） 17.0 37.0 18.0 37.0 17.0 ̶

1株当たり配当金の推移

■■■上半期　■■■通期
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連結決算ハイライト



代表取締役
会長執行役員

代表取締役
社長執行役員

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し
上げます。平素は格別のご支援を賜り、厚くお礼申し上
げます。
当社グループは2009年９月30日をもちまして第59
期上半期を終了いたしましたので、ここにその概要をご
報告申し上げます。
当上半期は、海外市場では景気悪化の影響で医療機器
の需要減少が続いているものの、国内市場では救急医療
や周産期医療の整備に予算が組まれるなど新たな動きが
見られました。売上高は前年同期を下回ったものの、利
益につきましては、収益改善に取り組んだ結果、前年同
期とほぼ同水準を確保することができました。
当社グループは、当期を最終年度とする3ヵ年中期経
営計画「SPEED UP Ⅱ」の諸施策を鋭意実行するとと
もに、引き続き重点課題として収益改善に取り組み、早
期の業績回復に努めます。また、4月に発足させたグロー
バル事業推進強化委員会（コロンブス・コミッティ）の
活動を加速させ、グローバルカンパニーとしての体制・
体質強化を図ってまいります。
株主の皆様におかれましては、より一層のご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申し上げます。
なお、当期の中間配当は、１株につき17円とさせて
いただきました。
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株主の皆様へ



　当上半期、世界経済は各国の景気刺激策が奏功し最

悪期は脱したと見られるものの、依然として厳しい状況

が続きました。医療機器業界においても、景気後退の影

響により、米州、欧州で医療機器の需要が減少し、国内

のPAD（※）市場でAEDの需要が低迷するなど、厳しい

経営環境となりました。国内病院市場においては、医療

費抑制策などにより病院経営は引き続き厳しい状況にあ

りますが、医師確保や救急医療・周産期医療体制整備、

地域医療再生に対して予算が組まれるなど新たな動き

も見られました。

（※）Public Access Defibrillation／一般市民によるAEDを用いた除細動

国内 脳神経群は前年同期比横ばい、ポリ
グラフ群は低調なものの、心電計群
は診断情報システムを中心に好調に
推移。

海外 全地域で脳神経群、心電計群ともに
低調に推移。

国内 ベッドサイドモニタや臨床情報シス
テムが低調に推移。

海外 全地域で前年同期を下回り、特に米
州、欧州で低調に推移。

●売上高 72億円（前年同期比6.4％減）
● 売上高推移（単位：億円）　

●売上高 85億円（前年同期比15.2％減）
● 売上高推移（単位：億円）　

生体計測
機器
14.6％

第59期
上半期

その他
16.7％

治療機器
15.2％

生体情報
モニタ
17.1％

医療用品
36.4％

生体計測機器 生体情報モニタ商品群別売上高構成比
脳波・心電図・血
圧・呼吸などの生体
現象を計測記録する
機器（脳波計、誘発
電位･筋電図検査装
置、心電計、ポリグ
ラフ、呼吸機能検査
装置など）および診
断情報システムなど

集中治療室、手術室、
一般病棟等で、心電
図・呼吸・SpO2（動脈
血酸素飽和度）・NIBP（非
観血血圧）等の生体情報
を連続的にモニタリン
グする装置（セントラル
モニタ、ベッドサイド
モニタなど）および臨床
情報システムなど脳波計
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事業の概況･商品群別の概況（連結）



　このような状況下、当社グループは、本年度を最終年

度とする3ヵ年中期経営計画「SPEED UP Ⅱ」を鋭意実

行するとともに、重点課題として収益改善に取り組みま

した。また、社長直属の委員会「コロンブス・コミッティ」

を立ち上げ、グローバル事業の推進強化を図りました。

　当上半期の売上高は498億4千7百万円（前年同期比

7.4％減）となりました。利益面につきましては、保守

サービス、純正消耗品の販売促進等により売上構成が変

化し、比較的粗利の低い他社製品の売上があった前年同

期に比べ売上原価率が改善しました。

　また、全社的な費用削減活動の推進も奏功し、営業利

益は37億9千5百万円（同2.2％減）、経常利益は38億9

百万円（同1.8％減）、四半期純利益は22億5千3百万円

（同2.2％増）となりました。

国内 景気後退の影響からAEDの売上が大
幅に減少。ペースメーカや人工呼吸
器も低調に推移。

海外 医療施設・救急車向けの除細動器が
アジア州で堅調に推移したものの、
米州や欧州で低調。

国内 センサ類などの消耗品が好調。医療
機関における医療安全確保への対応
強化を受け、保守契約も好調に推
移。

海外  アジア州が好調に推移したものの、
米州では大幅に減少。

国内 検体検査装置や他社製の画像診断装
置が低調に推移。

海外 欧州、アジア州で血球計数器が低調
に推移。

●売上高 75億円（前年同期比21.9％減）
● 売上高推移（単位：億円）　

●売上高 181億円（前年同期比5.4％増）
● 売上高推移（単位：億円）　

●売上高 83億円（前年同期比8.6％減）
● 売上高推移（単位：億円）

治療機器 医療用品 その他
除細動器、AED（自動
体外式除細動器）、心
臓ペースメーカ、人
工呼吸器、患者加温
システムなど

記録紙・電極・試薬
などの消耗品、カテー
テル、保守パーツなど

血球計数器、救急用伝
送装置、携帯型救急モ
ニタ、超音波診断装
置、トランスなど

AED (自動体外式除細動器)
AED-2100

AED用使い捨てパドル
P-590

動物用全自動血球計数器
MEK-6450
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● 米州売上高推移（単位：億円）

● 国内売上高推移（単位：億円）
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  国内市場

　景気後退の影響によりAEDの販売が低調に推移しました。病院市場では、

大学、官公立病院において院内IT化の進展により診断情報システムが好調に

推移したほか、保守サービスや消耗品などの医療用品も好調でした。一方、

生体情報モニタや「その他」商品群の画像診断装置は前年同期実績を下回り

ました。

　この結果、国内売上高は前年同期比4.1％減の408億6千7百万円となり

ました。

　海外市場

　米州および欧州が、景気悪化の影響に加え、円高による為替換算上の目減

りもあり、低調に推移しました。アジア州では、事業基盤の強化を進めた中

国での売上は好調だったものの、他のアジア地域は低調でした。

　商品面では、特に生体計測機器や生体情報モニタ、血球計数器が低調でし

た。この結果、海外売上高は前年同期比20.2％減の89億8千万円となりま

した。
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　2004年7月から自動体外式除細動器(以下AED)は、一般市民も使用で
きるようになり、公共施設や駅、空港など人が多く集まるところで急速に
設置が進みました。
　当社は、2002年４月からAEDの販売を開始していますが、2009年5
月には国内の当社AED設置台数が10万台を突破しました。また、6月に当
社の技術を結集したAED-2100を発売し、10月には、この「AED-2100
とその周辺プロダクツ」が2009年度 グッドデザイン賞を受賞しました。
　AED-2100は、「医用機器デザインで人類の幸福に貢献する」という当社
デザイン理念のもと、一刻を争う緊急時に誰もが迷うことなく操作できる
よう「簡単で使いやすい」ことを目指してデザインしました。
　今後も当社は、これら商品の提供だけでなく、アフターケア、講習会、
啓蒙活動に取り組み、健康で安全な社会づくりを支援します。

　当社は、北米市場調査会社Medical Strategic Planning, Inc.（以下MSP）の2009年調査で、米国市場におけ
る生体情報モニタシステム商品のサービス体制が評価され、サービス品質No.1に選ばれました。
　本調査は、MSPが米国の病院を対象に、製品の信頼性やサービス面における顧客満足度を調査した結果を毎年発
表しているものです。当社は4年連続ほぼ全ての調査項目についてNo.1またはNo.2にランキングされており、米国
市場における生体情報モニタシステム商品のサービス体制が、お客様から高い評価を受けている結果といえます。

「AED-2100とその周辺プロダクツ」が

2009年度グッドデザイン賞を受賞

サービス評価No.1を獲得！
ユーザ調査で4年連続の高評価

TTOPICSOPICS
AED設置台数 全国10万台を突破！

米国で生体情報モニタシステムが
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連結貸借対照表（要約） （単位：百万円）

科　目
第 58期
第 2四半期末
（2008年9月30日現在）

第 59 期
第 2四半期末
（2009年9月30日現在）

第 58 期末
（2009年3月31日現在）

■ 資産の部

流動資産 60,118 59,876 61,470

　現金及び預金　 9,555 7,173 8,701

　受取手形及び売掛金 27,878 29,105 32,271

　有価証券 4,500 7,500 2,500

　たな卸資産 14,238 12,563 14,142

　その他 4,185 3,694 4,036

　貸倒引当金 △ 240 △ 160 △ 181

固定資産 18,182 18,540 19,008

　有形固定資産 10,389 9,770 10,301

　無形固定資産 1,823 3,741 3,032

　投資その他の資産 5,969 5,028 5,674

　　投資有価証券 3,614 2,820 2,874

　　その他 2,633 2,404 3,038

　　貸倒引当金 △ 278 △ 197 △ 238

資産合計 78,300 78,416 80,479

（単位：百万円）

科　目
第 58期
第 2四半期末
（2008年9月30日現在）

第 59 期
第 2四半期末
（2009年9月30日現在）

第 58 期末
（2009年3月31日現在）

■ 負債の部

流動負債 24,726 22,681 26,277

　支払手形及び買掛金 14,856 13,630 16,028

　短期借入金 1,988 1,916 2,372

　未払法人税等 1,370 1,140 1,184

　賞与引当金 1,753 1,619 2,216

　製品保証引当金 ̶ 335 ̶

　その他 4,758 4,038 4,476

固定負債 519 603 631

　長期借入金 22 16 19

　長期未払金 202 194 202

　その他 293 393 410

負債合計 25,246 23,284 26,909

■ 純資産の部

株主資本 52,326 55,392 53,987

　資本金 7,544 7,544 7,544

　資本剰余金 10,486 10,487 10,487

　利益剰余金 36,310 39,377 37,972

　自己株式 △ 2,015 △ 2,017 △ 2,016

評価・換算差額等 363 △ 276 △ 428

　その他有価証券評価差額金 470 182 66

　為替換算調整勘定 △ 107 △ 459 △ 494

少数株主持分 363 16 10

純資産合計 53,054 55,132 53,569

負債純資産合計 78,300 78,416 80,479

1

2

1
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当社は、上期末の取引高に比べ年度末の取引高が多い傾向
にあります。そのため、前期末から売上債権（受取手形及
び売掛金）は約31億円、仕入債務（支払手形及び買掛金）
は約23億円減少しました。

 受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金1

国内販売会社をはじめとした在庫削減の取り組みにより、前期
末から15億円減少しました。

 たな卸資産2

国内売上高、海外売上高ともに低調に推移しました。特に
海外売上高は景気悪化の影響に加え、円高による為替換算
上の目減りもあり大幅に減少しました。全体では前年同期
比7.4％減となりました。

 売上高3

利益面では、保守サービス、純正消耗品の販売促進等によ
り売上構成が変化し、比較的粗利の低い他社製品の売上が
あった前年同期に比べ売上原価率が改善しました。また、
全社的な費用削減活動の推進も奏功し、営業利益は前年同
期比2.2％減、経常利益は同1.8％減、四半期純利益は同
2.2％増となりました。

 営業利益、経常利益、四半期純利益4

連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

科　目
第 58期
第2四半期累計
2008年4月 1 日から
2008年9月30日まで

第 59 期
第2四半期累計
2009年4月 1 日から
2009年9月30日まで

第 58 期
2008年4月 1 日から
2009年3月31日まで

　売上高 53,855 49,847 109,123

　売上原価 27,350 24,265 55,156

　　売上総利益 26,505 25,582 53,967

　　販売費及び一般管理費 22,625 21,786 45,861

　営業利益 3,880 3,795 8,106

　営業外収益 206 173 404

　営業外費用 206 158 870

　経常利益 3,881 3,809 7,640

　特別利益 46 234 116

　特別損失 14 379 62

　税金等調整前四半期（当期）純利益 3,913 3,664 7,693

　法人税等 1,691 1,403 3,050

　少数株主利益 16 6 32

　四半期（当期）純利益 2,206 2,253 4,610

連結キャッシュ・フロー計算書（要約） （単位：百万円）

科　目
第 58期
第2四半期累計
2008年4月 1 日から
2008年9月30日まで

第 59 期
第2四半期累計
2009年4月 1 日から
2009年9月30日まで

第 58 期
2008年4月 1 日から
2009年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,839 5,425 4,123

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,482 △ 787 △ 5,968

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 200 △ 1,309 △ 601

現金及び現金同等物に係る換算差額 49 142 △ 152

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 207 3,472 △ 2,599

現金及び現金同等物の期首残高 13,797 11,197 13,797

現金及び現金同等物の四半期末（期末）期末残高 14,004 14,669 11,197

（ ） （ ）（ ）（ ） （ ）（ ）

4

4

4

3
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呼　　　称 日本光電（NIHON KOHDEN）
社　　　名 日本光電工業株式会社

（NIHON KOHDEN CORPORATION）
設　　　立 1951年8月7日
資　本　金 75億4,400万円
売　上　高 連結1,091億円（2009年3月期）
事 業 内 容 医用電子機器の開発･製造･販売
従 業 員 数 3,570名［日本光電グループ30社］

会社概要（2009年9月30日現在）

役　員（2009年9月30日現在）

連結子会社（2009年9月30日現在）
医用電子機器製造
 日本光電富岡㈱
  上海光電医用電子儀器有限公司
医療情報システム製品製造･販売
 ㈱ベネフィックス
免疫化学製品の開発・製造・販売
  ㈱日本バイオテスト研究所
医用電子機器･ソフトウェア開発
  NKUSラボ㈱
  メディネット光電医療軟件（上海）有限公司
 ニューロトロニクス㈱
検体検査試薬の製造販売
  日本光電フィレンツェ㈲
  スパン日本光電ダイアグノスティクス㈱
医用電子機器修理･保守および部品販売
 日本光電サービス㈱
グループ総務関連･派遣業務
 ㈱イー・スタッフ

医用電子機器販売
 日本光電北海道㈱
 日本光電東北㈱
 日本光電東関東㈱
 日本光電北関東㈱
 日本光電東京㈱
 日本光電南関東㈱
 日本光電中部㈱
 日本光電関西㈱
 日本光電中四国㈱
 日本光電九州㈱
 日本光電アメリカ㈱
 日本光電ヨーロッパ㈲
 日本光電フランス㈲
 日本光電イベリア㈲
 日本光電イタリア㈲
 日本光電貿易（上海）有限公司
 日本光電シンガポール㈱
 日本光電コリア㈱

●連結子会社
●国内営業所

＜取締役・監査役＞
代 表 取 締 役 荻野　和郎
代 表 取 締 役 鈴木　文雄
取 　 締 　 役 原澤　栄志
取 　 締 　 役 白田　憲司
取 　 締 　 役 上平田利文
取 　 締 　 役 伊澤　敏次
取 　 締 　 役 塚原　義人
取 　 締 　 役 田村　隆司
取 　 締 　 役 黛　　利信
常 勤 監 査 役 赤羽　　武
常 勤 監 査 役 松島　武志
監 　 査 　 役 青木　邦泰
監 　 査 　 役 加藤　　修

＜執行役員＞
会長執行役員 荻野　和郎
社長執行役員 鈴木　文雄
専務執行役員 原澤　栄志
専務執行役員 白田　憲司
常務執行役員 上平田利文
常務執行役員 伊澤　敏次
上席執行役員 塚原　義人
上席執行役員 田村　隆司
上席執行役員 黛　　利信
上席執行役員 杉山　雅己
上席執行役員 土井　治人
執 行 役 員 荒金　昌晴
執 行 役 員 会田　洋志
執 行 役 員 中川　辰哉
執 行 役 員 田中　栄一
執 行 役 員 小澤　秀夫 
執 行 役 員 広瀬　文男
執 行 役 員 生田　一彦
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アンケートにご協力いただき、ありがとうございました。

　当社では、株主さまのご意見を経営･IR活動に反映させるべく、当株主通信を
通じ継続的に「株主さまアンケート」を実施しております。
　前回の第58期株主通信で実施したアンケートには、535名の株主さまから
貴重なご回答をお寄せいただきました。この紙面を借りてご協力いただいた株
主の皆さまに御礼申し上げます。また、今後とも、なお一層のご支援とご鞭撻
を賜りますようお願い申し上げます。

※複数回答となっております。

● 弊社株式を購入された理由をお選びください。※

● 今回の株主通信で興味を持たれた内容をお選びください。※

「株主さまアンケート」集計結果

0 200100 300 400
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82

49

20

40

経 営 方 針

財 務 内 容

将 来 性

配 当

業 界 動 向

株価推移･チャート分析

証 券 会 社 に 勧 め ら れ て

そ の 他
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260
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169
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52　

84

連結決算ハイライト

株 主 の 皆 様 へ

社 長 インタビュー

事業の概況･商品群別の概況

事業の概況･地域別の概況

Focus/中国事業の強化

トピックス・New Products

連 結 財 務 諸 表

会 社 情 報

株 式 情 報

男性
79％

女性
21％

回答者総数
535名

（平均年齢64歳）

● 今後期待する弊社の情報入手手段をお選びください。※

個 人 投 資 家 向 け 説 明 会

ホ ー ム ペ ー ジ の 情 報 充 実

株 主 通 信 の 充 実

証券 ･ 経 済 情 報 誌 へ の 記 事 掲 載

そ の 他

0 15010050 200 250 300
（件数）

91

134

273

8

166

● 株主政策として何を重視しますか。※
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● 今後の弊社株式についてどのような方針をお持ちですか。
396

147
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そ の 他
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環境に配慮した「大豆油インキ」
を使用しています。

株式の状況（2009年9月30日現在）

大株主（2009年9月30日現在）

株式分布状況（2009年9月30日現在）

株　　主　　名 持株数 持株比率
千株 ％

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,990 10.90
株式会社埼玉りそな銀行 2,096 4.58
東芝メディカルシステムズ株式会社 1,990 4.34
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,501 3.28
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 1,149 2.51
富士通株式会社 1,063 2.32
日本興亜損害保険株式会社 974 2.12
株式会社三菱東京UFJ銀行 862 1.88
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223 626 1.36
日本光電工業従業員持株会 618 1.35

株式数別分布状況
■金融機関 18,400千株 40.2%
■金融商品取引業者 506千株 1.1%
■その他国内法人 5,138千株 11.2%
■外国人 10,048千株 22.0%
■個人その他 9,839千株 21.5%
■自己株式 1,831千株 4.0%

2,000
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1,000
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1,500

（円）

0

5,000

10,000

15,000
（千株）

5月4月
2008年

7月 8月 9月1月
2009年

2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月6月 4月 5月 6月

発行可能株式総数 98,986,000株
発行済株式の総数 45,765,490株
株　　　主　　　数 8,895名（前期末比812名増）

株価 ･出来高の推移　 　■□株価  ■出来高

※ 当社は、自己株式1,831千株を保有していますが、上記の大株主の記載から
は除いています。

http://www.nihonkohden.co.jp/

ホームページのご案内

　当社ホームページのIR情報サイトは、2009年4月24日、
大和インベスター･リレーションズ株式会社が選定する
「インターネットIRサイトの優秀企業賞」を受賞しました。

「インターネットIRサイトの優秀企業賞」を受賞しました。

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月中
基 準 日 定時株主総会・期末配当金 3月31日

中間配当金 9月30日
株 主 名 簿 管 理 人 中央三井信託銀行株式会社

東京都港区芝三丁目33番1号
郵 便 物 送 付 先 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
（ 電 話 照 会 先 ） 電話　0120-78-2031（フリーダイヤル）

取次事務は中央三井信託銀行株式会社の全国各支店なら
びに日本証券代行株式会社の本店および全国各支店で
行っております。 

株主メモ

株式情報

●住所変更、単元未満株式の買取･買増等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別
口座の口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

●未払配当金の支払について
株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

●上場株式配当等の支払に関する通知書について
租税特別措置法の2008年改正（2008年4月30日法律第23号）により、2009
年1月以降にお支払いする配当金について株主様あてに配当金額や源泉徴収税
額等を記載した「支払通知書」を送付することが義務づけられました。
配当金領収証にてお受取りの株主様は年末または翌年初に「支払通知書」を送
付いたしますのでご覧ください。口座振込を指定されている株主様は配当金
支払の際送付している「配当金計算書」が「支払通知書」となります。なお、両
書類は確定申告を行う際その添付資料としてご使用いただくことができます。


